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在宅医療推進のための 
地域における多職種連携研修会 
～平成26年度の取り組み～ 
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2015年3月3日 在宅医療推進会議 

東京大学高齢社会総合研究機構 

辻 哲夫 

研修会ホームページQRコード → 



開催地域 主催 2011年 2012年 2013年 2014年 

千葉県柏市 
市 地区医師会 
※第1～2回は東大 

● ● ● ● 

千葉県松戸市 地区医師会 ● 

東京都大田区 
区在宅医療連携推進協議会 
※2012年度は地区医師会 

● 
※大森地区 

● 
※区全域 

● 
 

沖縄県浦添市 
地区医師会 
※2013年度は県医師会 

● ● ● 

大阪市東淀川区 
（府内より傍聴受入） 

府 地区医師会  
  ● 
※この後、府内に伝播 

東京都北区 区在宅ケアネット ● ● 

滋賀県（広域） 県 県医師会  ● ● 

福井県坂井地区 地区在宅ケアネット ● ● 

奈良県大和高田市 地区医師会 市立病院 ● 

東京都町田市 地区医師会 ● 
●※独自 
資料使用 

神奈川県横須賀市 市 地区医師会 ● ● 

東京都（広域） 都医師会 ● 

東京都北多摩地区（広域） 北多摩地域医師会 ● 

東京都武蔵村山市 市 地区医師会 ● 

徳島県徳島市 市 地区医師会 ● 

東京都渋谷区 地区医師会 ● 

東京都日野市 市 地区医師会 ● 

開催地域の波及状況（年度別推移） 

2 ※2011～2014年度まで、本方式の研修プログラムの枠組みの一部または全部を踏襲した地域のまとめ（事務局把握分のみ） 

一
定
数
以
上
の
地
域
で
次
年
度
も
開
催
継
続
方
針 
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従事者の意識・機運を醸成 

個別の課題解決の取り組み 課題と方針の協議 

市町村単位で在宅医療を推進する 
手順の一例 
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（ア）地域資源の把握 

（イ）課題抽出と 
対応策の検討 

（カ）研修（導入的なもの） 

（カ）’研修（テーマ別） 

（ク）関係市区町村の連携 

（エ）情報共有の支援 

（キ）地域住民への普及啓発 

（オ）相談支援 

（ウ）切れ目のない提供体制構築 



4 （厚生労働省資料より） 



厚生労働省「在宅医療・介護連携推進事業の手引き（案）」より 

5 ※出典：厚生労働省老健局老人保健課. 在宅医療・介護連携推進事業の手引き（案）, 2015年2月9日 



全国在宅医療・介護連携研修フォーラム 

6 

• 日時：2015年2月14日（土）12:30～17:00 
• 開催体制： 

– 主催：国立長寿医療研究センター 東京大学高齢社会総合研究機構／医学部在宅医療学拠点 
– 共催：全国在宅療養支援診療所連絡会 
– 後援：日本医師会 全国保健師長会 

• 主たる参加対象：都道府県在宅医療・介護連携担当者 

時刻 項目 内容・講師等 

10:30 プレイベント 在宅医療・介護連携推進事業に関するテーマ別意見交換会 

12:30 主催者挨拶 国立長寿医療研究センター企画戦略局長 吉野隆之 

12:35 来賓挨拶 日本医師会 常任理事 鈴木邦彦 

12:40 趣旨説明 東京大学高齢社会総合研究機構 特任教授 辻 哲夫 

12:50 在宅医療・介護連携推進事業について 厚生労働省老健局老人保健課 係長 春日潤子 

13:20 
在宅医療推進のための地域における 
多職種連携研修会の紹介 

東京大学高齢社会総合研究機構 准教授 飯島勝矢 

13:40 
各地における在宅医療・介護連携研修
の取り組み 

各地からの報告 
・都道府県～市町村レベルの取り組み例：大阪府 
・都道府県レベルの取り組み例：滋賀県 
・市町村レベルの取り組み例：横須賀市 

14:40 休憩   

14:55 
ワークショップ：各地で在宅医療・介
護連携研修を展開していくために 

・各都道府県で在宅医療・介護連携研修を効果的に展開していくため、以下の論
点を含みつつ意見交換 
・どのような展開手順をとるか 

※参考：飯島准教授スライド26～29枚目 
・行政と医師会の分担をどうするか 

※参考：同31枚目 
・討議の内容について各グループから発表 
・全体討論・コメント 

16:35 共催者より今後に向けて 全国在宅療養支援診療所連絡会 会長 新田國夫 

16:40 閉会挨拶 国立長寿医療研究センター 名誉総長 大島伸一 

16:50 終了 



全国在宅医療・介護連携研修フォーラム 

7 
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全国での開催状況に基づく 

開催パターンの類型化 
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都道府県内の展開手順別 
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(1) モデル市町村での開催→市町村単位の普及（例：大阪府） 

平成25年度府内多職種研修会実施
状況 多職種協働による在宅

チーム医療を担う人材
育成事業（国委託） 

12か所 
（16市町村） 

転退院調整・在宅医療
円滑化ネットワーク事
業（再生基金事業） 

19か所 
（10市町村） 

※標準プログラムを参考にした研修会を独自に開催した市町村もある 

① モデル研修を府内市町

村が見学（リアリティを
持って自地域に戻る） 

② 市町村単位で
研修会が開催 

モデル地区研修会（東淀川区） 



県内各地で動き出した多職種の集まり

◇多職種連携リーダー会議
◇多職種連携教育(IPE)研修会
＊在宅カフェ（予定）

◇（広域）ことう地域チームケア研究会
◇（多賀）チーム多賀
◇（甲良）高齢者地域ｹｱﾈｯﾄﾜｰｸ会議

◇（広域）三方よし研究会
◇（竜王）ぼちぼちネット
◇（旧能登川）Lｅｔ‘ｓ のとが輪
◇（旧永源寺）チーム永源寺
◇（旧愛東）子三方よし「あいとう」
◇（日野）わたむきネット
◇（旧蒲生）地域医療福祉研究会

◇（広域）高島市医療連携ネットワーク
運営協議会

◇（守山）顔のみえる会
◇（栗東）生き方カフェ
◇（守山・野洲）認知症の医療と福祉の連携ＩＮ守山・野洲
◇（草津・栗東） 認知症ｹｱﾈｯﾄﾜｰｸを考える会

◇（広域）甲賀圏域地域連携検討会
◇（広域）甲賀湖南うつ病･認知症・在宅医療等懇話会
◇（湖南市）介護・医療連携懇談会(仮称)

◇在宅療養者関係者会議

H26.1現在

10 

(2) 都道府県単位の開催＋市町村単位の開催（例：滋賀県） 

① 県全域を対象とした多職
種研修会を開催（概ね1市
町につき1テーブル程度） 

滋賀県在宅医療セミナー 

② 市町単位で（県の

研修より軽い）研修
会や会合を開催し
つながりを強める 



11 

(3) 市町村単位の自律的開催（例：横須賀市、柏市など） 

① （特に都道府県による促し

はなくとも）ある市町村で
研修会が開催される 

② （都道府県内外問わず）関

心をもった他の市町村が
任意で見学に訪れ、任意
で自地域に応用する 

（定型化を伴う）義務的実施 自律的（任意）実施 

長所 平準化 地域の自発性の尊重 

短所 （“やらされている感”による）形骸化 地域間格差 
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全国での開催状況に基づく 

開催パターンの類型化 
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日数（ボリューム）別 
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1日目（午後半日） 

在宅医療が果たすべき
役割（講義、30分） 

在宅療養を支える医療・
介護資源（講義、20分） 

医療・介護資源マップの
作成（GW、40分） 

なぜIPW（専門職連携協

働）が必要なのか？（講
義、20分） 

がん緩和ケア（講義＋
GW、100～120分）注 

2日目（終日） 

在宅医療の導入（講義、20分） 

訪問診療の実際と同行研修の意義
（講義、20分） 

在宅医が知っておくべき報酬や制度
（講義、20分） 

認知症（講義＋GW、100～120分）注 

在宅医療を推進する上での課題とそ
の解決策（GW、90分） 

目標設定、発表（その他20～30分） 

修了証書授与（その他、10分） 

同行実習 

訪問診療同
行（実習、2
～3時間） 

多職種同行
（実習、2～3

時間）※訪問
看護、ケアマ
ネジャーなど 

(1) 1.5日バージョン 

注：地域のニーズに応じて、摂食嚥下、栄養、リハビリテーション、褥瘡などに置換可能 

開催地の例： 
千葉県柏市（最近は2.0日に）、
東京都大田区など 
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(2) 1.0日バージョン 

注：地域のニーズに応じて、摂食嚥下、栄養、リハビリテーション、褥瘡などに置換可能 

1日目（終日） 

在宅医療が果たすべき役割（講義、30分） 

なぜIPW（専門職連携協働）が必要なのか？（講義、
20分） 

認知症（講義＋GW、100分）注 

がん緩和ケア（講義＋GW、100分）注 

在宅医が知っておくべき報酬や制度（講義、20分） 

訪問診療の実際と同行研修の意義（講義、20分） 

在宅医療を推進する上での課題とその解決策
（GW、90分） 

目標設定、発表（その他、20～30分） 

修了証書授与（その他、10分） 

同行実習 

訪問診療 
同行（実習） 

開催地の例： 

神奈川県横須賀市、滋賀県、東京都、
沖縄県浦添市（H24-25年度）など 
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(3) 0.5日バージョン 

注：地域のニーズに応じて、摂食嚥下、栄養、リハビリテーション、褥瘡など
に置換可能 

1日目（午後半日） 

在宅医療が果たすべき役割（講義、30分） 

認知症（講義＋GW、100分）注 

訪問診療の実際と同行研修の意義（講義、20分） 

在宅医療を推進する上での課題とその解決策
（GW、90分） 

目標設定、発表（その他、20～30分） 

修了証書授与（その他、10分） 

開催地の例： 

大阪府（東淀川区）、沖縄県浦添市
（H26年度）など 
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(4) 2時間～0.5日×複数回バージョン 

注：地域のニーズに応じて、摂食嚥下、栄養、リハビリテーション、褥瘡などに置換可能 

1日目（2時間） 

在宅医療が果たすべき
役割（講義、30分） 

なぜIPW（専門職連携協

働）が必要なのか？（講
義、20分） 

在宅療養を支える医療・
介護資源（講義、20分） 

医療・介護資源マップの
作成（GW、40分） 

在宅医が知っておくべき
報酬や制度（講義、20
分） 

開催地の例： 

福井県坂井地区、東京都
北区、千葉県柏市（フォ
ローアップ研修）など 

2日目 

認知症（講
義＋GW、
100分）注 

3日目 

緩和ケア
（講義＋GW、
100分）注 

4日目 

在宅医療を
推進する上
での課題とそ
の解決策
（GW、90分） 

目標設定、発
表（その他20
～30分） 

修了証書授
与（その他、
10分） 
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全国での開催状況に基づく 

開催パターンの類型化 
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行政・医師会の分掌別 
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行政と医師会の役割分担パターン 
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類型 当該地域の特徴や背景 

行政・医
師会共同 

• 行政が研修運営事務局を担い、医師会は
医師への参加呼びかけや講師調達などを
担うことが多い（効果的な役割分担） 

ほぼ医師
会のみ 

• 医師会事務所に一定の体力があり（例：
訪問看護ステーションや地域包括支援セ
ンターを運営）、かつ多職種研修を含め
た在宅医療推進に対する行政の意欲が低
いところが一定数みられる 

行政のみ • （過去の例において行政単独で開催に
至った例は存在しない） 


